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平成２１年度事業活動基本方針 

 

近年の健康・体力づくりをめぐる環境の大きな特色は、昨年度からスタートし

た「特定健康診査・特定保健指導」と、同じく昨年度からメタボリックシンドロ

ームの一般的予防施策として本格稼動を始めた「健やか生活習慣国民運動」の２

つであろう。 

当財団としては、発足当時から「自分の健康は自分でつくろう」というスロー

ガンを掲げ、国民運動を展開してきたこともあり、「健やか生活習慣国民運動」

についても今まで以上により効果ある運動を展開していく必要がある。また、当

財団が事業を推進していくうえで重要な柱の１つである健康運動指導者の養成事

業については、制度創設から２０年経過したこともあり、見直しを進め、昨年度

整理を行った。それは、「リスクアプローチ（個別指導）は健康運動指導士」、

「積極的ポピュレーションアプローチは健康運動実践指導者」と位置づけたこと

である。そこで、平成２１年度は、この健康運動指導者養成をさらに充実させて

いくとともに、既に資格を有している登録者のさらなるレベルアップを図るべく

登録更新のための研修もより内容を深めたものとする。 

 

健康・体力づくりの課題としては、子供の体力低下の問題、女性の健康の問題、

また健康寿命の延伸に向けた高齢者の健康・体力づくりの問題など重要な課題が

山積しているところである。 

当財団の事業は、大別すると 

・広報誌・ホームページ等の媒体を通じた普及啓発事業 

・最新の正しい情報提供の基礎となる調査研究事業 

・健康づくり運動指導の専門家を育成する指導者養成事業 

の３つが柱となっている。平成２１年度も上記の諸課題に応えるよう事業活動を

推進していく。 

 その他 

○ 公益法人制度改革３法が平成２０年１２月１日に施行され、新たな制度に移行

した。当財団としては、「公益財団法人」への移行を目指し、平成２１年度も、

諸準備を進める。 

○ 事務所のある地域に新たな道路が整備される。このため概ね平成２１年９月末

に事務所移転を行うよう本格的に進めていく。 

○ 設立当初、国からの委託費・補助金が当財団の活動費の大部分を占めていたが、

徐々にその割合も減少し、現在は自立した法人運営を行っている。健全な運営

のため、今後も事務の効率化・合理化を一層進める。 

○ 関係する機関や団体、研究者・学識経験者、そして産業界とも良好な関係を構

築することに努め、ご支援をいただきながら活動を推進していく。 
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平成２１年度事業計画 

項     目 説         明 

国の委託・補助事業 

 

１．普及啓発事業 

 

（１） 健康増進総合支援シス

テム情報提供事業【e-

ヘルスネット情報提

供】（入札参加予定） 

 

 

（２） 健康日本２１推進全国

連絡協議会の運営 

 

（３） 健康日本２１ホームペ

ージ運営 

 

 

（４） 健やか生活習慣国民運

動実行委員会の運営 

 

（５） 「体力つくり指導資

料」の発行 

 

（６） 体力つくりホームペー 

ジコンテンツの作成 

 

（７） 体力つくり優秀組織  

表彰事業 

 

 

（８） 中高年者の運動普及・ 

推進 

 

 

 

 

２．各種イベントによる実践

活動事業 

 

（１） 全国健康･体力つくり 

推進フォーラム 2009 

 

（２） 健康日本２１推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一般の方を対象に、毎日の生活習慣を見直すためのヒ

ントとなる健康情報の分かり易い提供 

・健康用語の意味を調べる用語辞典を充実 

・収集した情報を評価する各分野の専門家による情報評

価委員会を設置 

 

・関係機関及び団体（協議会入会団体 144 団体）等との

連絡／情報交換等を実施 

 

・健康日本２１を推進する民間の関係機関・団体等の連

携を促すとともに、より効率的な情報発信のための運

営管理 

 

・平成 20 年度に設置された「健やか生活習慣国民運動 

実行委員会」（69 団体加入）を引き続き運営 

 

・体力つくりに関する最新の知見を収録した指導書を 

 発行し、都道府県、市町村等関係機関に配布 

  

・体力つくりに関するコンテンツを作成し、ホームペー

ジに掲載 

 

・地域、職域において健康・体力つくりを組織的に推進

 し顕著な成果を挙げている組織を顕彰するとともに、

 その成果を広く各関係方面に周知 

 

・シニア体力アップステーション事業の実施 

 中高年者が定期的に総合型地域スポーツクラブに出向

 いて健康・体力つくりのための運動・スポーツを行え

 る環境を整備（24 ケ所） 

 

 

 

 

 

・開催日 平成 21 年 10 月（予定） 

開催地 東京国際フォーラム（予定） 

 

・健康日本２１推進地方大会（３ヵ所開催予定） 

・健康日本２１全国大会（富山県） 

・健康増進普及月間等にあわせた健康日本２１推進全国

連絡協議会会員との連携事業 

・健やか生活習慣国民運動実行委員会と協力して実施す

る各種大会やキャンペーン（運動・食生活・禁煙） 
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項     目 説         明 

 

（３） スキーマラソンフェス

タ 

 

 

 

３．指導者の研修事業 

 

（１）体力つくり指導者養成

講習会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．調査研究事業 

 

（１）老人保健健康増進等事

業の実施（申請中） 

 

 

・札幌国際スキーマラソンの開催に因み、健康・体力づ

くりに関するイベントの開催（札幌市と共催） 

 開催日 平成 22 年 2 月 6 日（予定） 

 開催地 札幌市 

 

 

 

・高齢者体力つくり指導者講習会 

北海道札幌市 平成 21 年 6 月 25･26 日 

静岡県静岡市 平成 21 年 7 月 23･24 日 

高知県高知市 平成 21 年 9 月 9･10 日 

 

・青・壮年体力つくり指導者講習会 

  石川県金沢市 平成 21 年 12 月 10・11 日 

  千葉県千葉市 平成 22 年 1 月 28･29 日 

  熊本県熊本市 平成 21 年 11 月 26･27 日 

              （以上、定員各 80 名） 

 

 

 

 

・「高齢者のＱＯＬを支える運動開始・継続を促す健康

づくり・環境実態調査」 

より効果的な事業の特徴・要因を明らかにし、高齢者

の健康や活動的なライフスタイルを支えるための我が

国で行われている健康づくり事業の実態調査を実施 
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項     目 説       明 

財団独自の事業 

 

１． 普及啓発事業 

 

（１） 広報誌「健康づくり」

の発行 

 

 

 

 

（２） 財団ホームページによ

る情報提供 

 

 

 

 

２．各種イベントによる実践活動

事業 

 

（１） 全国地域保健師学術研

究会の開催 

 

 

 

（２） 地域保健全国大会の開

催 

 

 

 

（３） 札幌国際スキーマラソ

ン大会の開催 

 

 

（４） 健康・健脚交流プロジ

ェクトの実施 

 

 

 

３．指導者の養成研修事業 

 

（１） 健康運動指導士の養成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・健康・体力づくり指導者、関連組織・団体等を対象 

・国や地域の健康・体力づくり情報、運動に関するエビ

デンス、指導方法等を提供 

・毎月１回（各号 20,000 部作成）発行 

都道府県、市町村等関係機関、指導者に配布 

 

・一般の方を対象 

・健康・体力づくりに関する情報やデータ、健康チェッ

ク、エコラリーなど楽しく運動を促すコーナーや健康

運動指導者に関する情報提供 

 （注：平成２１年度４月よりリニューアル） 

 

 

 

 

・第３１回全国地域保健師学術研究会の開催 

（徳島県等と共催） 

 開催日 平成 21 年 12 月 17 日、18 日 

 開催地 徳島市 

 

・第１３回地域保健全国大会の開催 

（開催県、関係団体等と共催） 

開催日 未定 

  開催地 未定 

 

・｢歩く｣、「走る」のスキー滑走大会（札幌市） 

      平成 22 年 2 月 7 日（予定） 

    （札幌市、朝日新聞社等 7 団体と共催） 

 

・経済産業省のサービス支援事業として、着地型観光振

興と健康づくりに寄与する健康産業を育成することを

目的に設立された「歩きたくなるまち秩父コンソーシ

アム」に主催団体の一員として参加 

 

 

 

・養成講習会 

∗ 120 単位コースの 15 科目を６カテゴリーに分け、養成

講習会を開催 

前期【平成 21 年 4 月～8 月】 

東京会場 ５カテゴリー 

（69 単位コース、44 単位コース、40 単位コース、

24 単位コース）定員 600 名 

京都・大阪会場 ６カテゴリー 

（120 単位コース、69 単位コース、44 単位コース、

40 単位コース、24 単位コース）定員 500 名 
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項   目 説    明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 健康運動実践指導者の

養成 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 健康づくりのための運

動指導者養成事業運営

委員会 

 

ア 指導士・実践指導者養

成カリキュラム検討

専門部会 

 

イ 指導士認定試験専門

部会 

 

ウ 実践指導者認定試験

専門部会 

 

エ 指導士養成校専門部

会       

 

オ 実践指導者養成校専

門部会 

福岡会場 ６カテゴリー 

（120 単位コース、69 単位コース、44 単位コース、

40 単位コース、24 単位コース）定員 400 名 

 

後期【平成 21 年 10 月～平成 22 年 2 月】 

東京会場 ６カテゴリー 

（120 単位コース、69 単位コース、44 単位コース、

40 単位コース、24 単位コース）定員 550 名 

愛知会場 ５カテゴリー 

（69 単位コース、44 単位コース、40 単位コース、

24 単位コース）定員 200 名 

大阪会場 ６カテゴリー 

（120 単位コース、69 単位コース、44 単位コース、

40 単位コース、24 単位コース）定員 300 名 

岡山・広島会場 ５カテゴリー 

（69 単位コース、44 単位コース、40 単位コース、

24 単位コース）定員 120 名 

 

・大学等養成講座  養成校 55 校 

・認定試験 平成 21 年 9 月 21 日、平成 22 年 3 月 21 日

・登録更新 2,417 名（対象） 

 

・養成講習会  

  仙台会場 定員 100 名 

東京会場 定員 100 名 

大阪会場 定員 100 名 

福岡会場 定員 100 名 

認定試験 平成 21 年 8 月、9 月、平成 22 年 3 月（予定）

・大学等養成講座  養成校 149 校 

 認定試験 平成 21 年 11 月～平成 22 年 2 月 

・登録更新 4,577 名（対象） 

 

・養成事業の在り方等制度全般にわたる恒常的な見直し

等の審議 

 

 

・養成カリキュラムの検討 

 

 

 

・指導士認定試験に関する事項の検討 

 

 

・実践指導者認定試験に関する事項の検討 

 

 

・指導士養成校認定に関する事項の検討 

 

 

・実践指導者養成校認定に関する事項の検討 
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項   目 説    明 

 

（４）健康運動指導士・健康運

動実践指導者人材情報

提供データベース 

 

（５） 特定保健指導の実施に

かかる運動指導担当者

研修 

 

 

 

 

 

 

（６） 健康運動指導士登録更

新講習会「基礎講座」

の開設 

 

 

・健康運動指導士・健康運動実践指導者人材情報提供デ

ータベース管理システムの運用 

 

 

・特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準

（平成 19 年厚生労働省令第 157 号）第 7 条第１項第 2

号及び第 8 条第 1 項第 2 号の規定に基づき、厚生労働

大臣が定める「運動指導に関する専門的知識及び技術

を有すると認められる者」としての 147 時間の運動指

導担当者研修を開催 

東京会場、愛知会場、京都・大阪会場、岡山・広島会

場、福岡会場において開催 

 

・最新の健康づくり施策等をテーマとし、平成 19 年度以

降の新規登録者及び更新登録者に対し、登録日から３

年を経過した日以降を目途に当該講座の受講（5 単位

以上）を義務付け 

 Ａコース 

 ・国の施策の現況及び健康運動指導士の役割 

・特定健診・特定保健指導、介護予防等の理論と実践

 ・ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ予防・改善のための減量指導 等 

さいたま市会場 平成 21 年 5 月 17 日 

京都市会場   平成 21 年 6 月 14 日 

札幌市会場   平成 21 年 6 月 27 日 

大阪市会場   平成 21 年 7 月 4 日 

神戸市会場   平成 21 年 8 月 1 日 

福岡市会場   平成 21 年 8 月 29 日 

横浜市会場   平成 21 年 9 月 20 日 

長野市会場   平成 21 年 9 月 26 日 

広島市会場   平成 21 年 11 月 21 日 

熊本市会場   平成 21 年 11 月 28 日 

東京都会場   平成 21 年 12 月 5 日 

東京都会場   平成 22 年 1 月 30 日 

東京都会場   平成 22 年 2 月 27 日 

 

Ｂコース 

・国の施策の現況及び健康運動指導士の役割 

・運動基準・運動指針の概要及び生活習慣病に関する

知識 

 ・健康行動の開始・継続を促すための行動変容の洞察

及び手法等について 等 

鹿児島市会場  平成 21 年 6 月 6 日 

岡山市会場   平成 21 年 7 月 18 日 

松山市会場   平成 21 年 8 月 15 日 

仙台市会場   平成 21 年 9 月 12 日 

富山市会場   平成 21 年 10 月 3 日 

名古屋市会場  平成 21 年 11 月 7 日 

さいたま市会場 平成 21 年 11 月 15 日 

大阪市会場   平成 21 年 12 月 12 日 

福岡市会場   平成 21 年 12 月 19 日 
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項   目 説    明 

 

 

 

 

４．調査研究事業 

 

（１）アクティブエイジングを

促進する啓発事業パッケ

ージとモニタリング開発

のための実践モデル事業 

        （申請中） 

 

（２）スポーツ・運動指導者に

対するニーズ調査 

（申請中） 

 

 

 

 

（３）「健康・体力づくりと運

動に関する文献データベ

ース」の運用 

 

 

 

 

 

（４）情報収集事業 

 

 

 

５．健康教育教材の作成等事業 

 

健康・体力づくり視聴覚教

材の作成・配布 

 

 

６．広報資料等の作成普及事業 

 

リーフレット・パンフレッ

ト・ビデオ・ＣＤ－ＲＯ

Ｍ・ＤＶＤ等の作成・配布 

 

 

東京都会場   平成 22 年 1 月 16 日 

東京都会場   平成 22 年 2 月 13 日 

東京都会場   平成 22 年 3 月 6 日 

 

 

 

（独法）福祉医療機構からの助成による調査事業 

・団塊世代を中心とした中高年者の身体活動における潜

在的ニーズを表出させるための啓発情報パッケージを

開発 

 

 

（独法）日本スポーツ振興センターからのスポーツ振興

くじ助成事業 

・指導者を活用・雇用する側の指導者へのニーズを明ら

かにし、かつ指導者の存在を広く周知することにより、

活躍の場を広げ、社会的地位向上を図ることを目的と

した調査の実施 

 

・健康・体力づくり指導者、研究者等を主な対象に、健

康・体力づくりに関するエビデンスに基づいた正確で

最新の情報を提供するために、平成 17・18 年度厚生労

働科学研究費補助金長寿科学総合研究事業（高齢者の

運動による健康増進に関する学術論文の系統的レビュ

ーとそれに基づく文献ＤＢの作成）により構築したデ

ータベースの運用管理 

 

・今後の調査研究事業のために日本公衆衛生学会、日本

体力医学会等で、健康・体力づくりに関する最新の情

報を広く収集 

 

 

 

・（財）日本宝くじ協会の助成を得てＤＶＤを制作 

都道府県、保健所、市町村及びその他の健康づくり施

設に配布 

 

 

 

・自治体、健康・体力づくり施設・機関等への普及啓発

媒体の作成・配布 

 

 

 

 

 

 

 

 


